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科学技術振興機構報 第１５９３号 

令 和 ４ 年 １ ２ 月 ２ １ 日 

 

東京都千代田区四番町５番地３ 

科学技術振興機構（ＪＳＴ） 

Tel：03-5214-8404（広報課） 

URL https://www.jst.go.jp 

 
 

ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 

「イノベーションのための先端融合」および 

「代替エネルギー」分野における新規課題の決定について 

 

ＪＳＴ（理事長 橋本 和仁）は、戦略的国際共同研究プログラム（ＳＩＣＯＲＰ） 

ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラムにおいて新規課題を決定しました（別紙１、２）。 

このたびＪＳＴは４ヵ国６機関（別紙３）と共同で、「イノベーションのための先端融

合」分野（以下、先端融合分野）および「代替エネルギー」分野の共同研究課題を募集し

ました。 

今回の募集は、令和３年１２月１５日～令和４年３月３０日に実施され、先端融合分野

で６件、代替エネルギー分野で１７件の応募があり、参加国の専門家（日本評価委員につ

いては別紙４）の評価、ファンディングエージェンシーによる協議により選定された４件

（先端融合分野２件、代替エネルギー分野２件）の採択を決定しました。研究実施期間は

３年間を予定しています。 
 

ＪＳＴ 戦略的国際共同研究プログラム（ＳＩＣＯＲＰ）のうち、多国間の国際共同研究を推進

するプログラムの１つである「ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム」は、環太平洋諸国およびＡＳＥ

ＡＮ諸国などにおいて、科学技術分野の研究開発力の強化を目指し、研究交流を加速するととも

に、アジア諸国が共通して抱える課題の解決を目指し、国際共同研究を実施する事業です。 

本プログラムではメンバー国のうち３ヵ国以上による国際共同研究を実施しています。参加国

が合意した分野における共同研究を通じて、地域課題の解決や経済発展、人材育成に寄与していき

ます。 

ＵＲＬ https://www.the-easia.org/jrp/ 

 

＜添付資料＞ 

 別紙１：ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 「イノベーションのための先端融合」分野 

採択課題一覧 

別紙２：ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 「代替エネルギー」分野 採択課題一覧 

別紙３：ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム ファンディングエージェンシー一覧 

別紙４：ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 日本側評価委員一覧 

参 考：ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 募集概要 

 

＜お問い合わせ先＞ 

科学技術振興機構 国際部 
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〒102-0076 東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 

佐藤 正樹（サトウ マサキ） 

Tel：03-5214-7375 Fax：03-5214-7379 

E-mail：easiajrp[at]jst.go.jp 
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ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 

「イノベーションのための先端融合」分野 採択課題一覧 

 

共同研究課題 研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

知的交通・地

域通信網を実

現する低コス

ト製造技術に

よる無線・光

融合アクセス

ネットワーク 

日本 

川西 哲也 教授 

早稲田大学 理工学術院 

 

タイ 

ウクリット・マンコン 准

教授 

チェンマイ大学 工学部 

 

フィリピン 

ベンジャミン・ディンゲル 

客員教授 

アトネオ・デ・マニラ大学 

物理学科 

当分野は２０１３年の開始以来、副題に先

端技術融合のターゲットとして、インテリジ

ェント社会インフラを据えてきた。社会イン

フラの基本機能は、同概念の起源である古代

ギリシア以来、①生命の維持、②コミュニテ

ィーの維持、③文明の維持、であるとの立場

から、①の代表として水インフラ、②の代表

として交通インフラ、③の代表としてエネル

ギーインフラを指定し、ｅ－ＡＳＩＡ各国と

の共同研究に過去約１０年にわたって取り

組んできた。今回の公募は①～③を貫く概念

として、環境とデジタルを特に強調してＧＤ

Ｃ（Ｇｒｅｅｎｅｒ Ｄｉｇｉｔａｌ Ｃｉｔ

ｉｅｓ）を新たに掲げた。特に②に関してＣ

ＯＶＩＤ－１９下で通信が果たした役割の

大きさに鑑み、通信インフラをＧＤＣ研究の

要素に明示した。ＧＤＣの通信インフラの中

核機能はユーザーやセンサーから送受され

る多量の情報を効率的に収集・解析すること

である。 

本課題では、地域アクセスネットワークの

高度化を目的として、無線と光ファイバーの

融合による通信・センシング技術を日本・タ

イ・フィリピンで共同研究開発する。具体的

には、道路－車両間の情報の取得・解析によ

る歩行者保護・衝突防止を主眼とするスマー

ト交通システムおよび低コスト地域高速デ

ータ通信網の実現を目標とする。日本チーム

はミリ波無線、光無線などを融合させた無

線・光融合アクセスネットワークの研究開発

を、タイチームは知的交通に向けたＡＩ解析

やモニタリング・センシング技術を、フィリ

ピンチームはセンシング・通信実現のための

別紙１ 
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共同研究課題 研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

低コスト両用光デバイス技術の研究開発を

行う。 

各チームが持つ強い基礎・基盤分野におい

て新技術が生まれるとともに、それらを効果

的に組み合わせる国際共同フィールド試験

を通じて、ＧＤＣの早期の社会実装に向けた

システム技術の開発が期待できる。 

 

 

 

共同研究課題 研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

臨空スマート

シティ： 

２０５０年に

向けた地域経

済システムの

ためのビジネ

ス－ライフ再

生的革新ゲー

トウェイハブ 

日本 

林 良嗣 卓越教授 

中部大学 

持続発展スマートシティ

国際研究センター 

 

タイ 

パウィニー・イアムトラク

ル 准教授 

タマサート大学 

建築計画学部 

 

フィリピン 

マルラ・リディアス 准教

授 

デ・ラサール大学 

土木工学科 

当分野は２０１３年の開始以来、副題に先

端技術融合のターゲットとして、インテリジ

ェント社会インフラを据えてきた。今回の募

集では環境とデジタルを特に強調して新た

にＧＤＣをテーマに掲げた。 

ＧＤＣに関連するスマートシティーの過

去の内外取り組みは、ＰｏＣ（Ｐｒｏｏｆ ｏ

ｆ Ｃｏｎｃｅｐｔ：概念実証）などとして個

別都市のスマート化を独立に図るものが多

かった。これに対して現在日本では、デジタ

ル田園都市国家構想の名の下に複数の国内

都市群の同時スマート化を全体最適で目指

す国策が進められている。その先に来るべき

は日本のスマートシティー群が海外スマー

トシティー群と有機的に結び付き、経済・社

会の革新的価値を日本および相手国にもた

らすことであろう。 

本課題では、そのような未来社会に向け

て、日本・フィリピン・タイの３ヵ国が共同

で先行研究に取り組む。これら３ヵ国では、

海外都市とのゲートウェイを担うのは第一

に国際空港である。空港を擁する臨空都市で

は、住民の生活向上とともに、産業の革新が

同時に期待される。共同研究では、空港とス

マートシティー開発を各国各地域特有の産

業イノベーション展開に結び付ける臨空ス

マートシティー整備のコンセプトを提示し、
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共同研究課題 研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

その機能の構築とＱＯＬ（Ｑｕａｌｉｔｙ 

ｏｆ Ｌｉｆｅ：生活の質）ベースの評価技術

を、実空間とサイバー空間の双対にて開発す

る。 

日本チームは臨空スマートシティーでビ

ジネス環境と居住性を改善することによる

スタートアップ支援での第２次産業のイノ

ベーション、タイチームはプーケットのスマ

ートグリーンツーリズム、フィリピンチーム

はスマート農産品出荷をケーススタディー

として、空港をハブとする臨空スマートシテ

ィー開発の手法を適用し、その効果検証を行

う。 

グローバルなアクセス手段の拡大は、地域

内外との交流により、既存産業の変革、新規

産業の開発や、国際人材を惹き付ける高いＱ

ＯＬを持つ都市の形成といったシナジー効

果を生み出す。３ヵ国のチームによるこれま

での共同研究で蓄積された成果を生かし、Ｇ

Ｘ－ＤＸ技術を適用することで、地域特有の

産業に焦点を当てた再生可能経済、脱炭素化

および市民の高いＱＯＬを保証する革新的

なＧＤＣの計画設計手法が提供されること

が大いに期待できる。 

※氏名に下線のある研究者が研究チームリーダー 
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ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 

「代替エネルギー」分野 採択課題一覧 

 

共同研究課題 研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

革新的固体触

媒技術による

パーム残渣物

の利活用 

日本 

横井 俊之 准教授 

東京工業大学 

科学技術創成研究院 

 

タイ 

チャワリット・ナグムチャ

ルシリビチャイ 教授 

チュラロンコーン大学 

化学技術学科 

 

フィリピン 

マローン・コナート 教授 

フィリピン大学ディリマ

ン校 化学科 

 

東南アジア圏の重要産業であるパーム油

生産では、産業廃棄物として莫大なパーム椰

子空果房（以下、ＥＦＢ）が発生する。その

資源化を可能にする高効率な触媒プロセス

の開発は、資源循環型社会の実現に大きく貢

献する。 

本研究では、ＥＦＢをバイオマス資源とし

て、有用化学品原料やバイオ燃料を製造する

触媒プロセスの開発を目的とする。 

日本チームは、新たな高機能固体触媒をデ

ザインし、ＥＦＢの主な構成成分であるホロ

セルロースから有用化学品原料やバイオ燃

料合成を検討する。タイチームは、ＥＦＢ中

のリグニンの利活用を担当する。フィリピン

チームは、廃パーム油の利活用を可能にする

触媒プロセス開発を行う。 

３ヵ国のチームが持つ技術を組み合わせ

てパーム産業で発生する廃棄物の有効利用

法を見いだし、持続可能な社会の実現へ貢献

する。 

  

別紙２ 
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共同研究課題 研究代表者・所属・役職 共同研究課題概要 

ＡＳＥＡＮの

再生可能エネ

ルギー拡大の

ための持続可

能経路の探索 

日本 

芳村 圭 教授 

東京大学 生産技術研究所 

 

シンガポール 

シャオガン・ヒ 助教 

シンガポール国立大学 

社会基盤環境工学 

 

タイ 

アラン・ジーグラー 教

授 

メージョー大学 

水産・水環境学科 

電力アクセスの確保は、ＡＳＥＡＮのエネ

ルギー安全保障上重要であるが、エネルギー

需要の急増への対応と脱炭素化を両立する

必要がある。そのため、太陽光発電や風力発

電などの再生可能エネルギーの活用が求め

られるが、気候変動や社会的経済的状況の影

響を強く受ける可能性があり、その対策を講

じなければならない。 

本研究の目標は、学際的な国際協力を通じ

て、新しい統合水エネルギーモデリングの枠

組みを構築し、さまざまな気候および社会経

済シナリオの下でＡＳＥＡＮの再生可能エ

ネルギーを拡大するための持続可能な経路

を探索できるようにすることである。 

日本チームは地球規模の水文・水資源管理

モデルを用い、ＡＳＥＡＮ諸国における気候

変動の影響をシミュレートする。シンガポー

ルチームは、ＡＳＥＡＮ諸国の送電網の脱炭

素化を目標に、水力発電とその他の再生可能

エネルギーを最適に統合できる持続可能な

経路を探索するためのモデリング手法を構

築する。タイとシンガポールのチームは、深

層学習に基づいた手法により、風力と太陽光

による発電量を推定する。 

本研究により、ＡＳＥＡＮの先端的な電力

網構築のために、水力・太陽光・風力エネル

ギーの能力を維持・向上させ、脱炭素化への

寄与を最大化する持続可能で最適な経路を

特定することを目指す。 

※氏名に下線のある研究者が研究チームリーダー 
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ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 

ファンディングエージェンシー一覧 

 

「イノベーションのための先端融合」分野 

国名 ファンディングエージェンシー名 

日本 科学技術振興機構（ＪＳＴ） 

ミャンマー ミャンマー科学技術省（ＭＯＳＴ） 

フィリピン 
フィリピン科学技術省 産業・エネルギー・萌芽技術評議会 

（ＤＯＳＴ－ＰＣＩＥＥＲＤ） 

フィリピン 
フィリピン科学技術省 農業・水産・自然資源研究開発評議会 

（ＤＯＳＴ－ＰＣＡＡＲＲＤ） 

タイ タイ国家研究評議会（ＮＲＣＴ） 

 

「代替エネルギー分野」 

国名 ファンディングエージェンシー名 

日本 科学技術振興機構（ＪＳＴ） 

ミャンマー ミャンマー科学技術省（ＭＯＳＴ） 

フィリピン 
フィリピン科学技術省 産業・エネルギー・萌芽技術評議会 

（ＤＯＳＴ－ＰＣＩＥＥＲＤ） 

シンガポール シンガポール科学技術研究庁（Ａ＊ＳＴＡＲ） 

タイ タイプログラムマネジメントユニットＢ（ＰＭＵ－Ｂ） 

 

ミャンマー科学技術省（ＭＯＳＴ） 

ＵＲＬ：https://myanmar.gov.mm/ministry-of-science-and-technology/ 

フィリピン科学技術省 産業・エネルギー・萌芽技術評議会（ＤＯＳＴ－ＰＣＩＥＥＲＤ） 

ＵＲＬ：http://pcieerd.dost.gov.ph/ 

フィリピン科学技術省 農業・水産・自然資源研究開発評議会（ＤＯＳＴ－ＰＣＡＡＲＲＤ） 

ＵＲＬ：http://www.pcaarrd.dost.gov.ph/ 

シンガポール科学技術研究庁（Ａ＊ＳＴＡＲ） 

ＵＲＬ：https://www.a-star.edu.sg/ 

タイ国家研究評議会（ＮＲＣＴ） 

ＵＲＬ：https://en.nrct.go.th/ 

タイプログラムマネジメントユニットＢ（ＰＭＵ－Ｂ） 

ＵＲＬ：https://www.nxpo.or.th/B/ 

 

別紙３ 
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ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 日本側評価委員一覧 

 

「イノベーションのための先端融合」分野 

氏名 所属・役職 備考 

武田 晴夫 日立製作所 技師長 研究主幹 

市川 芳明 
多摩大学 ルール形成戦略研究所 
客員教授 

アドバイザー 

猪井 博登 富山大学 都市デザイン学部 准教授 アドバイザー 

坂野 成俊 
富士通総研 公共政策研究センター 
センター長 

アドバイザー 

中村 文彦 
東京大学 大学院新領域創成研究科 
特任教授 

アドバイザー 

國分 牧衛 東北大学 名誉教授 アドバイザー 

長峰 司 
元 農業・食品産業技術総合研究機構 
理事 

アドバイザー 

荒巻 俊也 東洋大学 国際学部 学部長･教授 アドバイザー 

飯田 俊彰 岩手大学 農学部 教授 アドバイザー 

井上 創造 
九州工業大学 大学院生命体工学研究科 
教授 

アドバイザー 

多田 充徳 
産業技術総合研究所 情報・人間工学領域 
研究チーム長 

アドバイザー 

 

 

 

 

  

別紙４ 
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「代替エネルギー分野」 

氏名 所属・役職 備考 

國分 牧衛 東北大学 名誉教授 研究主幹 

石原 達己 九州大学 大学院工学研究院 教授 アドバイザー 

江口 浩一 京都大学 名誉教授 アドバイザー 

神田 英輝 名古屋大学 大学院工学研究科 助教 アドバイザー 

郷右近 展之 新潟大学 工学部 准教授 アドバイザー 

白鳥 祐介 工学院大学 先進工学部 機械理工学科 教授 アドバイザー 

杉山 正和 
東京大学 先端科学技術研究センター 
センター長／教授 

アドバイザー 

高橋 潔 国立環境研究所 社会システム領域 副領域長 アドバイザー 

野田 玲治 群馬大学 大学院理工学府 環境創生部門 准教授 アドバイザー 

林 潤一郎 九州大学 先導物質化学研究所 教授 アドバイザー 

本間 格 東北大学 多元物質科学研究所 教授 アドバイザー 
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ｅ－ＡＳＩＡ共同研究プログラム 募集概要 

 

（１）募集要件 

公募参加国のうち日本を含め３ヵ国以上の共同研究 

 

（２）応募資格（日本側） 

日本国内の大学や研究機関、企業などで研究に従事している研究者 

 

（３）研究実施期間 

約３年間（３６ヵ月） 

 

（４）研究予算額（ＪＳＴ側） 

１課題当たり、総額として上限３，５１０万円（直接経費の３０パーセントの間接 

経費を含む）を上限とする 

 

（５）評価方法 

日本を含む公募参加国から選出された各国の専門家による評価および各ファンディ 

ングエージェンシーによる協議 

 

（６）評価基準（ＪＳＴ側） 

１）東アジア地域の課題解決など事業の趣旨および対象分野への適合性 

２）研究代表者の適格性および現在の研究活動の関連性 

３）研究の有効性および共同研究国間の相互利益・相乗効果 

４）研究計画の妥当性 

５）（人的）交流の有効性および継続性 

６）（人的）交流計画の妥当性 

 

以上 

 

参考 


